
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  住宅取得等資金の贈与 

Ｑ：住宅取得資金を親から贈与してもらっ

た場合の非課税の特例が、今年で無くなるそ

うですが、どうなっているのですか？ 

 

Ａ：1,000万円の非課税の特例が無くなり

ます。 

【解説】 

この特例は、20歳以上の者が、平成23年12

月31日までの間に、直系尊属から住宅取得等資

金の贈与を受けて、その年の翌年3月15日まで

に自宅を新築し、居住の用に供したときは、住

宅取得等資金のうち1,000万円までの金額につ

いて贈与税が非課税となるというものですが、

今年の年末をもって廃止になることとされて

います。住宅を検討しておられる人は早めに検

討が必要です。要件は次のとおりで、適用を受

けるには贈与税の申告が必要です。 

①次のいずれかに該当する者であること。 

イ.贈与を受けた時に日本国内に住所を有する

こと。 

ロ.贈与を受けた時に日本国内に住所を有しな

いものの日本国籍を有し、かつ、受贈者又は

贈与者がその贈与前5年以内に日本国内に住

所を有したことがあること。 

②贈与を受けた時に贈与者の直系卑属である

こと。なお、直系卑属とは子や孫などのこと

ですが、子や孫などの配偶者は含まれません。 

③贈与を受けた年の1月1日において20歳以上

であること。 

④贈与を受けた年の合計所得金額が2,000万円

以下であること。 

取得する家屋には、一定の要件があります。 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２０１１年）平成２３年  水曜日  月６  ２ 日 ２

発行所 株式会社 
大阪市中央区備後町２－４－６ 
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

 

4 2 6 6  

 

号 


